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令和１年度

金　額 金　額

円 円

 流  動  資  産 1,557,875,311     流  動  負  債 762,356,748      

現 金 預 金 600,025,277      買 掛 金 53,585,547       

受 取 手 形 57,948,971       短 期 借 入 金 300,000,000      

売 掛 金 811,302,078      リ ー ス 債 務 29,767,836       

番 組 勘 定 591,662          未 払 金 76,985,475       

貯 蔵 品 35,905,735       未 払 手 数 料 173,315,583      

前 払 費 用 25,356,962       未 払 費 用 24,204,540       

未 収 入 金 3,531,232        未 払 事 業 所 税 2,079,800        

未 収 還 付 税 金 15,841,800       未 払 法 人 税 等 29,341,900       

そ の 他 流 動 資 産 8,801,594        未 払 消 費 税 等 5,874,400        

貸 倒 引 当 金 △1,430,000      そ の 他 流 動 負 債 8,651,667        

賞 与 引 当 金 58,550,000       

 固  定  資  産 3,215,573,237    

  有形固定資産 2,907,243,066     固  定  負  債 372,544,410      

建 物 945,092,620      リ ー ス 債 務 43,346,822       

構 築 物 242,491,541      退 職 給 付 引 当 金 272,317,500      

機 械 装 置 1,016,378,306    預 り 保 証 金 3,600,000        

車 両 運 搬 具 16,260,829       長 期 未 払 金 53,280,088       

工 具 器 具 備 品 14,370,836       

土 地 624,602,631      

リ ー ス 資 産 48,046,303       

1,134,901,158    

  無形固定資産 66,725,162       

商 標 権 227,500          

電 話 加 入 権 5,762,695         株 主 資 本 3,655,759,838    

施 設 利 用 権 477,456          　資　　本　　金 2,500,000,000    

リ ー ス 資 産 35,690,501       

ソ フ ト ウ ェ ア 24,567,010       　利 益 剰 余 金 1,155,759,838    

  利 益 準 備 金 52,500,000       

  投資その他の資産 241,605,009      その他利益剰余金 1,103,259,838    

投 資 有 価 証 券 79,936,514       繰 越 利 益 剰 余 金 1,103,259,838    

出 資 金 2,160,000        

長 期 前 払 費 用 14,443,029        評価・換算差額等 △17,212,448     

繰 延 税 金 資 産 117,154,000      △17,212,448     

差 入 保 証 金 24,161,466       

そ の 他 投 資 等 19,850,000       

貸 倒 引 当 金 △16,100,000     

3,638,547,390    

4,773,448,548    4,773,448,548    

貸  借  対  照  表

令和 ２年 ３月 ３１日現在

科　目 科　目

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

負 債 合 計

（ 純　資  産  の  部 ）

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債及び純資産合計
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 損  益  計  算  書 

自　平成 ３１年 ４月   １日

令和１年度 至　令和 　２年 ３月 ３１日 （単位：円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

3,431,189,015     

77,514,312        3,508,703,327      

1,554,798,379     

90,244,432        1,645,042,811      

1,863,660,516      

1,265,561,398     

457,896,114       1,723,457,512      

140,203,004        

3,211,191         

6,721,589         9,932,780          

326,848           

217,960           544,808            

149,590,976        

111,110           111,110            

1,859,000         

17,434,599        19,293,599         

130,408,487        

55,852,994        

△1,100,000       54,752,994         

75,655,493         

売 上 総 利 益

売 上 高

放 送 事 業 収 入

そ の 他 事 業 収 入

売 上 原 価

放 送 事 業 費

そ の 他 事 業 費

特 別 利 益

販売費及 び一 般管 理費

販 売 費

一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税
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 個 別 注 記 表 

継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理しております。）

時価のないもの 移動平均法による原価法

　（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法

(ﾘｰｽ資産を除く)

無形固定資産 定額法（なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法）

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見

込額に基づき当期末において発生していると認められる額を計上し

ております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。
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貸借対照表等に関する注記

１．資産項目別の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 千円

有形固定資産の圧縮累計額 千円

２．関係会社に対する金銭債権・債務

短 期 金 銭 債 権 千円

短 期 金 銭 債 務 千円

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

売　上　高 千円

仕　入　高 千円

その他の営業取引高 千円

株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

令和元年6月19日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

《普通株式の配当に関する事項》

・配当金の総額 円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 円

・基準日

・効力発生日

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

令和2年6月18日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

《普通株式の配当に関する事項》

・配当金の総額 円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 円

・基準日

・効力発生日

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産の発生の主な要因

固定資産

繰延税金資産

退職給付引当金 千円

賞与引当金 千円

その他有価証券評価差額金 千円

事業税 千円

その他 千円

繰延税金資産　計 千円

66

5,076

1,825

5,370,330

77,618

495

平成31年3月31日

令和元年6月20日

25,000,000

500

令和2年3月31日

令和2年6月19日

600

50,000

25,000,000

500

4,909

117,154

83,056

17,857

7,554

3,778
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して

おります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理に関する規程に沿ってリスク低

減を図っております。また、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を

半期ごとに把握する体制としています。

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　また、営業債務や短期借入金、未払金、リース債務等は流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくな

るリスク）に晒されておりますが、経理部で適時に資金繰計画を作成することにより、流動性リスクを管理

しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

令和2年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

（1）現金及び預金

（2）受取手形及び売掛金

（3）未収入金

（4）投資有価証券

 その他有価証券

（5）支払手形及び買掛金

（6）短期借入金

（7）未払金

（8）未払手数料

（9）リース債務

（*1）負債に計上されているものについては、(   )で示しております。

　（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

（5）支払手形及び買掛金、（6）短期借入金、（7）未払金、並びに（8）未払手数料

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（9）リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。

　（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

 投資有価証券のうち

非上場株式

 出資金

 差入保証金

 預り保証金

 長期未払金

これらについては、市場価格がなく、また、将来キャッシュ・フローの予測が極めて困難と認められること

から時価開示の対象外としております。

869,251          869,251          -               

3,531            3,531            -               

貸借対照表計上額(*1) 時  価(*1) 差  額

600,025          600,025          -               

( 53,585) ( 53,585) -               

( 300,000) ( 300,000) -               

59,879           59,879           -               

( 73,114) ( 70,974) 2,140           

貸借対照表計上額

20,057           

( 76,985) ( 76,985) -               

( 173,315) ( 173,315) -               

2,160            

24,161           

3,600            

53,280           
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関連当事者との取引に関する注記

１．兄弟会社等 （単位：千円）

（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注2）取引金額には消費税等を含んでおりません。期末残高には消費税等を含んでおります。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 円 94 銭

２．１株当たり当期純利益 円 10 銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

主要株主（法

人）が議決権の

過半数を所有し

ている会社

株式会社テレビ朝日 －

放送枠の販売及び番

組・放送枠の購入並

びに役員の受入

放送収入(注1) #########

種類 会社等の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合(%)

関連当事者

との関係

売掛金 244,094  

番組購入料(注1) 433,244  買掛金 39,691   

取引内容
取引金額

（注2）
科目

期末残高

（注2）

72,770

1,513

手数料 220,665  未払手数料 48,243   

出向者給与等 4,594    


